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日 時 令和4年10月31日（月）18時30分～19時30分 

会 場 北広島市役所5階 委員会室 

出席委員 飯浜会長、百瀬委員、小林委員、吉田委員、西澤委員、東口委員、高嶋委員、

油㘴委員 

欠席委員 亀岡委員、菊地委員 

市出席者 尾崎子育て支援部長、冨田子ども家庭課長、永坂子育て・学童担当参事、大西

子ども家庭課主査、記内子ども家庭課主査、畠山子ども家庭課主査、千葉子育

て・学童担当主査、五十嵐福祉総合相談室主査、木下子ども家庭課主任 

 

１．開会 

 

○「委員の過半数が出席していることから、審議会が成立していること」を確認した。 

 

２．会長挨拶 

 

３．議事 

（１）教育・保育施設の利用定員の設定・変更について 

(1)教育・保育施設の利用定員の設定について（審議案件） 

＜事務局より説明＞ 

 

○会長      このたびの幼稚園型認定こども園の利用定員の設定の申請につきまして、

お認めいただくということでよろしいか。 

        ＜＜異議なし＞＞ 

 

(2)教育・保育施設の利用定員の変更について（報告案件） 

＜事務局より説明＞ 

 

○Ａ委員     認定こども園北広島わかば幼稚園の 3 号認定の利用定員が減ることにつ

いて、恒常的に定員を下回ったことが理由ということは理解したが、定員ま

で子どもが入らなかった要因はあったのか。 

●事務局     子どもを受け入れるにはそれだけ保育士が必要となるが、職員の離職等も

あり、利用定員まで受け入れるには保育士が不足したと伺っている。今回は

現状の保育士数等に基づいて定員を算出したとのこと。 

○Ａ委員     定員まで受け入れられなかった要因は認識できたが、国や市から出ている

補助金に影響はないか。 

●事務局     補助金は定員を増やすための施設整備への補助金と整備後の運営への補

助金が出ている。整備への補助金については、整備された施設がその後に定

員を減らしたとしても返金等のペナルティはないと認識している。運営への

補助金については、利用定員等から利用子ども一人当たりの単価を定めて支

出する。実態の利用数に合わせて定員を下げることで単価が上がるため、今

回の定員変更は施設の経営の助けとなる。ただし、市としては計画に則り整

備等を進めてきたため、早期に保育士体制等を整えたうえで、予定していた

定員での運営を望んでいる。 

○Ａ委員     来年度に開設されるボールパーク内の認定こども園が今回減った利用定

員の受け皿になるのかはわからないが、同じようなことがないよう市の指導

があるとよい。 

●事務局     今回の整備と変更により、2・3 号認定の利用定員の合計は若干の増とな

別記様式(第3条関係) 
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っている。2号については量の見込みを上回るが、今回は特例で認可が可能。

市全体としては3号認定が量の見込みに足りていないが、必要数は一定程度

満たせていると認識している。 

 

（２）学童クラブ等運営業務の委託化について 

＜事務局より説明＞ 

 

○Ｂ委員     11 月中旬の契約以降に支援員に説明があるということだが、例年、新年

度の入所申請の受付を12月1日から開始しており、委託化についての保護

者への説明の予定はどうなっているか。 

●事務局     委託化の検討時と同様に保護者説明会を行う。また、例年2月から新年度

入所の保護者へ利用にあたっての説明を行っているが、その中で委託化につ

いても重ねて説明をしていく。 

 

（３）子ども家庭総合支援拠点について 

＜事務局より説明＞ 

 

○Ｃ委員     体制が変わった 7 月以降、市民からの問い合わせや相談の内容に変化は

あったか。 

●事務局     7月以降に飛躍的に増えたりはしていないが、関係機関の周知もあってか

学校や保育所等からの情報提供や連絡の機会が増えている。そのため、今後

も周知しながら連携を取っていきたい。 

○Ｃ委員     18 回行われたとある要保護児童対策地域協議会について、以前はケース

会議等に主任児童委員も参加することがあったが、最近はその機会も無くな

っている。今後は参加することがあるのか。 

●事務局     個別ケース会議では、関係者内の役割分担が趣旨になるため、関わりがあ

る場合は参加を依頼することもある。また、代表者会議や実務者会議等の中

でも必要の都度、連絡することがあるため協力をお願いしたい。 

 

○会長      実態として、総合支援拠点ができたことによって連携等の部分で変わった

か。また、福祉総合相談室の中に子ども家庭総合支援拠点があること、既存

の子育て包括支援センター、要保護児童対策地域協議会等との連携や役割分

担、シームレス化できているかなどお聞きしたい。 

●事務局     要保護児童対策地域協議会との関係は福祉総合相談室が調整機関を担っ

ている。また、その実務者会議の中では、子育て包括支援センターでこれま

で担ってきた子育て検討会を福祉総合相談室で担当している。以前は乳幼児

の部分を中心に開催していたが、妊産婦や小学生等のケースでも連携を図る

ため、教育委員会、福祉総合相談室、健康推進課を含めた多世代にわたるア

ドバイザーを招いている。ヤングケアラーの部分でも精神疾患を持つ家族と

一緒に暮らし、学校生活に支障をきたしている場合など、福祉総合相談室が

各役割分担の基に各種サービスにつなげるなど、支援を図っていけたらと考

えている。 

 

（４）子ども第三の居場所整備事業について 

＜事務局より説明＞ 

 

○Ｃ委員     学習生活習慣等の支援で、不登校の支援もするとあるが既存のみらい塾は

どうなるのか。 

●事務局     みらい塾については、引き続き適応指導教室として活動する。距離や交通
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手段の問題からみらい塾に通えない、通いづらいお子さんに対して、本施設

は送迎して学習支援・生活支援を行える。それぞれが相互に補完していきた

い。 

 

○Ｄ委員     子ども第三の居場所に不登校児が行った場合は、みらい塾のように出席扱

いとする想定での設置か。 

●事務局     現在、協議中であり、内容を固めて12月の市議会で条例提案をする段階

で各学校校長会等を通してお話しする予定だが、出席扱いできるよう設置し

たい。 

 

（５）子ども・子育て支援プランの中間見直しについて 

＜事務局より説明＞ 

 

○会長      事務局からのとおり、令和 5 年度に計画の見直しをするか見極めをした

いということでよろしいか。 

        ＜＜異議なし＞＞ 

 

４．その他 

（１）子どもの権利10 周年記念事業について 

＜事務局より説明＞ 

 

（２）次回子ども・子育て会議について 

●事務局     次回の子ども・子育て会議の開催について、11月末から12月初めにかけ

て予定している。改めて日程調整をさせていただくため、ご協力をお願いし

たい。 

 

５．閉会 


